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目次：前半

⚫法人税の課税所得計算の基本：法人税法第22条の構造

⚫企業会計準拠主義と別段の定め

⚫確定決算主義と逆基準性

⚫費用収益対応の原則と権利確定主義

⚫法人税の損金と損金経理

⚫法人税法における公正処理基準の意義
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目次：後半

⚫法人税の損金を巡るケーススタディ

１．賃貸用マンションのリフォーム費用の損金性

２．分掌変更により支払う役員退職給与の損金性

３．役員給与における「不相当に高額な部分」の意義

４．従業員への慰安の目的で実施する「感謝の夕べ」に要
する費用の損金性

５．事業譲渡に伴って行った債権放棄の貸倒損失該当性

６．使途不明の商品券購入費用の損金性
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国税・地方税の内訳

4(出典) 財務省ホームページより

わが国の基
幹税で最も
割合が高い

個人所得税よ
りもわずかに
割合が低い



法人税率の推移

5(出典) 財務省ホームページより



諸外国における法人実効税率の比較

6(出典) 財務省ホームページより



法人税の課税ベース

7(出典) 財務省ホームページより



法人税法第22条の構造

⚫法人税法第22条の全体像
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規定 内容

第1項 課税所得計算の基本算式の提示
⇒益金－損金

第２項 益金の意義

第３項 損金の意義

第４項 公正処理基準

第５項 資本等取引の意義
































